
（ ）

　

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

諸謝金

職員旅費

委員等旅費

情報処理業務庁費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0013

-

29年度当初予算

1

41

8

89

139 0

年度-

サイバーセキュリティ戦略（平成27年9月4日閣議決定）

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

139

関係する計画、
通知等

達成度

-

-

-

年度

-

-

-

-

平成２９年度行政事業レビューシート 内閣官房

執行額

78 108 108 139 0

92 104

執行率（％） 85% 85% 96%

平成１４年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

本事業は、サイバーセキュリティ戦略本部の運営、情報セキュリティ緊急支援チーム（CYMAT）要員等の訓練・運用、重要インフラ分野横断的演習の実施、海
外のサイバーセキュリティ関係機関との協調・連携等を推進することにより、経済社会の活力の向上及び持続的発展・国民が安全で安心して暮らせる社会の実
現・国際社会の平和及び安全の確保と我が国の安全保障に寄与することを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

-

66

-

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

108

-

27年度

上記目的を達成するため、当センター及び各府省庁職員を主な対象としての緊急事態における対処に資する訓練、重要インフラ事業者を主な対象としての分
野横断的な総合演習、海外のサイバーセキュリティ関係機関との情報交換等のための海外出張及び国際会合の開催等を行う。

- -

78

- -

- -

-

-

サイバーセキュリティ戦略本部等経費 担当部局庁 内閣サイバーセキュリティセンター 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 - 内閣参事官　山内　智生

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

30年度要求

予算
の状
況

108

-

実施方法

26年度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

サイバーセキュリティ基本法
（平成26年法律第104号）

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

85% 85% 96%

チェック



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％

-

達成度 ％ -

-

-

目標年度

単位当たり
コスト

算出根拠

円

施策 -

45,873,000/105

政策 -

測
定
指
標

-

実績値 - -

単位

-

26年度

26年度

計算式 　　円/人

- - -

年度

目標最終年度

年度

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

29 年度

- - - - -

- - - 0 -

- - - - -

年度

37,472,652/1,168 41,002,686/2,084

29年度活動見込

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

-

-

- -
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： -

施策の進捗状況（実績）

11,664,000/26

27年度

21,816,000/31

％

4

- - -

-
26年度 27年度 28年度

情報通信技術の利活用に関する国民の不安を解消し、国民生活の利便性
の向上を図る。

- -

100 150 100 -

4

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

サイバーセキュリティに関
する政策及び対策の推進
に係る企画及び立案並び
に総合調整を行う。
【平成28年度まで】

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

-

433,845

-

-

年度

施策の進捗状況（目標）

14,316,896/33 41,889,418/89

年度

-

39,151,699/93

-

国際会議等参加旅費／延べ出張人数

-

27年度 28年度

470,667

単位当たり
コスト

-

単位

訓練の実施に必要な経費／訓練実施日数

単位当たり
コスト

27年度 28年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

K
P
I

(

第
一
階
層

） -

成果実績 - -

目標値

右記の目標にどの程度貢献したかを数値化することは困難であ
るため、定量的な成果目標を設定することができない。

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

代替指標
中間目標

-

38,453,184/348

- - -

単位

26年度

420,986

-

-

代替目標

9,072,000/14

110,498 32,083 19,675 26,698

26年度 27年度 29年度活動見込

計算式

達成度

代替指標 単位

サイバーセキュリティに関
する諸対策の推進により、
サイバーセキュリティに関
する事象の発生及び被害
の防止を図る。

国の行政機関、独立行政
法人又は指定法人で発生
したサイバーセキュリティに
関する重大な事象（サイ
バーセキュリティ基本法第
25条第1項第3号）の発生
件数

実績 件

件

定量的な目標が設定できない理由

回

436,885

　　円/人 53,395,000/2,000

単位

計画開始時

時々刻々と変化するサイバーセキュリティをめぐる環境
に応じて適切な活動を行う必要があるため、活動の内
容及びその定量的な指標を設定することができない。

単位

サイバーセキュリティ戦略
本部会合（旧情報セキュリ
ティ政策会議）の開催回数

回目標値

4 6

4 4

実績

28年度 29年度

％

32,334,000/37

算出根拠

29年度活動見込

448,615 648,000 703,742

活動実績

28年度

28年度

円

単位

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

代替目標

- -

年度

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

単位当たり
コスト

達成度

-

円

計算式 　　円/日

873,892

26年度 27年度 28年度

単位当たり
コスト

単位

分野横断的演習に必要な経費／演習当日参加人数

- -

-

-

目標値

年度

-

中間目標

定性的な成果目標と26～28年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

目標最終年度

- -

-

目標定性的指標

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

-

-

-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

- -



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

仕様書の見直しや、価格交渉を実施することでコスト削減に
努めるとともに、入札公告日数を極力多く確保しているほ
か、市場価格調査の実施に努めている。

サイバーセキュリティ戦略本部で決定された施策は、サイ
バーセキュリティ基本法の基本理念に沿って実施されてお
り、将来的なサイバーセキュリティ戦略にも確実にフィード
バックされている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

サイバーセキュリティ戦略という政策目的を達成するために
は、必要不可欠な事業である。また、２０１６年４月のサイ
バーセキュリティ基本法の改正にも事業拡大が明記されたこ
とからもわかるように、当センターの役割は増大しており、業
務を通じて我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に
寄与することから、本業務の優先度は高いと考えられる。

事業を計画するに当たっては、可能な限り、事前に複数の業
者の見積もりを取得するなど、適正なコスト水準になるように
努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

原則、見積もりを複数社から入手した上で、一般競争入札に
より選定している。また、応札業者も複数存在することから、
競争性は確保されている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

国内における緊急事態を想定した対処訓練や、重要インフラ
分野横断演習、海外のサイバーセキュリティ関係機関との協
調連携等を図ることにより、我が国全体のサイバーセキュリ
ティ対策の強化に寄与している。また、これらの成果物は、
サイバーセキュリティに関する戦略等の策定に反映するなど
されており、十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○

費目・使途は、この事業目的に即して真に必要なものに限定
されている。

○

改善の
方向性

早期執行に努めることで、今以上に契約準備、市場価格調査、入札公告等の期間の確保を図ることにより、適切な業務実施に努めたい。

真に必要な業務に対する執行、成果物の有効活用等に努めている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

いわゆるサイバー攻撃等の事案が頻発している状況を受
け、サイバーセキュリティの確保に関する国民のニーズは高
まっていると考えられる。官民にわたる統一的なサイバーセ
キュリティに関する戦略等の策定及び緊急事態対処に関す
る事業は、国が実施すべき事業である。

官民にわたる統一的なサイバーセキュリティに関する戦略等
の策定は国が実施すべき事業であり、また、サイバーセキュ
リティ基本法第１２条には、サイバーセキュリティに関する施
策の総合的かつ効果的な推進を図るため、サイバーセキュ
リティ戦略を策定し、これを実施するために必要な措置を講
ずることは国の責務として規定されていることから、地方自
治体及び民間等には委ねることができない事業である。

○

○

事業番号 事業名所管府省名



平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

行政事業レビュー推進チームの所見

平成28年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成24年度

外部有識者の所見

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

-

0009,0011

0013

-

0008,0010

0015,0017

0013



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

（情報セキュリティ緊急支援チーム要員等の訓練・運用）

（重要インフラ分野横断的演習企画実施支援）

（海外のサイバーセキュリティ関係機関との協調・連携等）

【 一 般 競 争 入 札 （ 総 合 評 価 ） 】

内 閣 官 房
１ ０ ４ 百 万 円

サ イ バ ー セ キ ュ リ テ ィ
戦 略 本 部 等 経 費

【一般競争入札（最低価格）等】

Ａ 民 間 企 業 等
（ １ ５ 者 ）
２ ４ 百 万 円

情報セキュリティ緊急支援チーム
要員に対する訓練業務　等

Ｂ 民 間 企 業
（ １ 者 ）
４ １ 百 万 円

「重要インフラの障害対応体制の
強化」に関する調査

【 直 接 】

Ｃ 民 間 企 業 ・ 個 人
３ ９ 百 万 円

職員旅費、委員等旅費



　

- -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

- - -

計 20 計 0

- - -

- - -

- - -

- - -

C.日新航空サービス株式会社 D.

費　目 使　途

-

- - -

- - -

- - -

旅費（航空券
代）

職員旅費、委員等旅費 20 - -

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費スタッフ

費　目

計 16 計 41

費　目 使　途

消費税 1 その他 6

14

B.株式会社　富士通総研
金　額

(百万円）

10

スタッフ印刷製本費 資料印刷・作成費

演習実施費

5 人件費

使　途

人件費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

一般管理費、消費税

-

金　額
(百万円）

A.株式会社　日立製作所

その他

21

チェック



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

立替払　国際会合Black
Hat USA 2016及び
DEFCONの会議参加費

-

-

-

その他

その他

その他

立替払　国際会合Black
Hat USA 2016及び
DEFCONの会議参加費

立替払　国際会合Virus
Bulletin International
Conference の参加費

立替払　国際会合Virus
Bulletin International
Conference の参加費

立替払　国際会合Black
Hat ASIA 2017の会議参加
費

0.3

6

0.4

0.3

0.2

0.2

0.2 - -

-0.3

- -

その他0.3

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

7

8

5

6

日新航空サービス株
式会社

5011201015896 旅費（航空券代） 2 その他 - - -

9

10

株式会社阪急阪神
ビジネストラベル

4120001126778 旅費（航空券代） 1 その他 - - -

日新航空サービス株
式会社

5011201015896 旅費（航空券代） 1 その他 - - -

3

4

1

2

日新航空サービス株
式会社

5011201015896 旅費（航空券代） 2 その他 - - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社富士通総
研

8010401050783
平成28年度「重要インフラ
の障害対応体制の強化」に
関する調査

41
一般競争契約
（総合評価）

3
予定価格が類推される恐れが
あることから非公表としている

-

一般競争契約
（最低価格）

随意契約
（少額）

その他

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

予定価格が類推される恐れが
あることから非公表としている

予定価格が類推される恐れが
あることから非公表としている

-

-

-

CYMAT構成員等に対する
研修（講習、実習）業務

平成28年度サイバーセキュ
リティインシデント対処研修
業務

CODE BLUE 2016の参加
費

立替払　国際会合Black
Hat USA 2016及び
DEFCONの会議参加費

立替払　国際会合Black
Hat USA 2016及び
DEFCONの会議参加費

-

- -

2

3

2 -

法　人　番　号

1011001024762

7010001008844 16

- -

-

10

-

-

-

-

-

-

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

-

-

6

1

8

7

5 - -

- -

4

9

2 -

その他

その他

-

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - -

株式会社日立製作
所

株式会社ラック

CODE BLUE事務局

個人A

個人B

個人C

個人D

個人E

個人F

個人G

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

日新航空サービス株
式会社

5011201015896 旅費（航空券代） 2 その他 - - -

日新航空サービス株
式会社

5011201015896 旅費（航空券代） 2 その他 - - -

日新航空サービス株
式会社

5011201015896 旅費（航空券代） 2 その他 - - -

日新航空サービス株
式会社

5011201015896 旅費（航空券代） 1 その他 - - -

個人A - 旅費 1 その他 - - -

株式会社阪急阪神
ビジネストラベル

4120001126778 旅費（航空券代） 1 その他 - - -
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